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（見込み）

　区民生活全般にわたって各種の基礎資料が得られる統計調査は必
要不可欠なものであり、法定受託事務であることを前提に今後も継
続して実施する。

25年度設定

《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

21年度 22年度 23年度

[調査員について]
　町会・自治会を通じての推薦依頼については、これまでの実績や経験等からも、現状の方法を今後も継続
していくことが、円滑な調査の実施につながるものと考えているが、今後は、区報等による一般公募や近隣
区との協力による登録調査員の紹介など、調査員の拡大を図っていくことも必要である。

[調査実施方法及び調査の協力について]
　より精度の高い調査結果を得るため、調査実施後に行われる意見交換会等において、被調査者、調査員か
らの意見、苦情などを踏まえ、調査方法、周知方法を含めた実施方法の在り方に関する意見を国・都に伝え
ていく。

[区民への結果公表について]
　これまでも国勢調査等については区のホームページでは公表を行ってきたが、産業統計等その他の調査に
ついても、ホームページや区報等において区民に広く周知、ＰＲを進めていく。

24年度設定

今
後
の
方
向
性

施策の分類
分類についての説明・意見等

[調査員について]
　国勢調査をはじめ多くの調査員を要する調査は、町会・自治会を通じて調査員の推薦を依頼している。特
に一般家庭を対象とした統計調査においては、調査地域を熟知し、また被調査者も安心して回答し易い状況
にある。しかし調査員の高齢化が年々進んできており、調査活動や後継者の育成等をはじめ、体調不良によ
る調査員の辞退や怪我、事故等の心配が課題となってきている。
　
[調査実施方法及び調査の協力について]
　統計調査については、国が主管となっているため、調査・実施方法等は国が定めた実施計画等に基づき実
施をしている。しかし、実施時期、調査項目の内容等については、被調査者からの苦情だけでなく、調査員
からも意見や不満が寄せられている。
　また、調査の協力についても、国勢調査のように広く一般に浸透している調査以外については、被調査者
からの協力が得にくい状況にある。

[区民への結果公表について]
　調査の集計については、国が一括で行っており、集計結果が出た項目から順次、各省庁のホームページや
官報にて公表される。その公表を受け、集計結果を区のホームページにて区民に公表を行っている。

関連部課名 健康部生活衛生課、土木部道路課、防災都市づくり部防災街づくり推進課
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(28年度)

統計・調査の推進施策名 施策No
課長名

　行政施策全般にわたる基礎資料を収集するため、人口、商工業、衛生、医療、建設等の国が主管
する各種統計調査を実施し、区の現況データを正確に把握し、区の計画、施策立案のために役立て
る。

計画推進のために[Ⅶ]

部課名
14-04

内線

区民生活部　区民課
正木　 2510 

積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]
行政評価
事業体系 政策

分野
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全国消費実態調査
※5年毎に実施。次回は26年度

-

住宅・土地統計調査を円滑に実施する
ための事務であり実施する。（一部は
防災街づくり推進課）

住宅・土地統計調査試験調査
※総務省より24年度調査対象自
治体に指定

03-01-35 - -
休止・
完了

継続

農林業センサス
※5年毎に実施。次回は26年度

9,300

03-01-28

全国物価統計調査
※5年毎の実施【統合により中止】

住宅・土地統計調査
※5年毎の実施。次回は25年度

-

03-01-30

03-01-29

-

-

経済センサス調査区管理
事務

商業統計調査
※5年毎の実施。次回は25年度実施
予定

-

-

経済センサス準備事務
※実施年の前年度。次回は25年度

住宅・土地統計調査単位区設
定事務
※5年毎の実施。次回は24年度

経済センサス
※5年毎に実施。次回は26年基
礎調査

国勢調査調査区設定事務
※国勢調査の前年度実施。次回
は26年度

-

-

継続

継続

継続

継続

- 継続継続

統計調査員の士気の高揚と統計調査の
円滑な実施に役立っており、優先度は
高い。

22年度

事務事業
No 23年度

決算額（千円）
事務事業名

-

施策を構成する事務事業の分類

商業動態統計調査
※毎年実施

-

国勢調査
※5年毎の実施。次回は27年度

継続21

継続

03-01-25 継続

継続104,022

-

-

03-01-26

03-01-24 -

施策推進のため
の分類

107,146 11,078

-

03-01-33

03-01-31

07-01-04

-

-

合　計

03-01-32

342 354

-

802

22

-

-

- 継続

商業統計調査を円滑に実施するための
準備であり、継続実施する。

全国・地域別の就業構造に関する基礎
資料を得る調査であり、継続実施す
る。

-

住宅・土地統計調査を円滑に実施する
ための事務であり、継続実施する。

03-01-22

継続

24年度
設　定

推進

継続

継続

1,983

03-01-23

推進

学校基本調査　　　　　※
毎年実施

継続

分類についての説明・意見等

03-01-18

03-01-20

小売店を対象に、販売活動の面から景
気の動向を把握する調査であり、継続
実施する。

25年度
設　定

継続

区内の全人口・世帯数、人口構成、就
業構成等を把握する調査であり、継続
実施する。

区内全事業所を対象に工業に関する基
礎資料を得る調査であり、継続実施す
る。（※23年は経済センサス実施のた
め中止）

区内の幼稚園、小中学校、各種学校等
を対象に、学校教育行政の基礎資料を
得る調査であり、継続実施する。

商業統計調査準備事務
※5年毎の実施。次回は25年度
実施予定

工業統計調査
※次回は24年12月予定

人口動態や医療施設動態を把握する調
査であり、継続実施する。（生活衛生
課）

継続

- 継続

継続

継続-

継続

継続

継続

休止・
完了

03-01-27

経済センサスを実施するには欠かせな
い事務である。

継続

継続

24年度より｢小売物価統計調査｣と統合
となり中止となった。

商店の分布状況や販売実態を明らかに
する調査であり、継続実施する。継続

住宅・土地の保有状況及び世帯の居住
状況に関する基礎資料を得る調査であ
り、継続実施する。

継続

休止・
完了

-

統計功労者感謝のつどい
※国勢調査実施年の翌年に実
施。次回は28年度

03-01-21

03-01-19

就業構造基本調査
※5年毎の実施。次回は24年度

衛生統計調査
※毎年実施

598 継続継続

03-01-34

415

- 継続

継続
土木及び建設工事の年間における実態
を調査し、建設行政の基礎資料とする
ため、継続実施する。（道路課）

建設工事統計調査費
※毎年実施

09-06-01 179 186 継続

継続

農林業の実態を明らかにするため実施
の必要がある。

平成27年の国勢調査を実施するための
準備作業として必要である。

経済センサスの正確な実施を期するた
め必要である。

全産業の経済活動の実態を把握する調
査であり必要である。

世帯の消費実態を明らかにするため実
施の必要がある。

継続


